
方かまわず密売しているという。
カンボジアでも見られた紛争ビジ
ネスである。その利権のため、少
数民族同士が縄張り争いをしてい
る地域もあるという。
　紛争や内戦が長く続く地域や国
では地下経済と利権争い、隣国の
利権が悪循環、構造化していく。
民主化や、少数民族を含めた連邦
制などの方向性は正しいにせよ、
現実は非常に複雑である。歴史と
コンテキストを考えて、長期的展
望で責任を持って関わらないと、
かえって新たな紛争を助長しかね
ないのではないか。

日泰の大学を中心に教育協力を

―今、ミャンマーの人々に対してでき

ることは何でしょうか。

　欧米のような考え方でやろうと
思っても、アフガニスタンでもそ
うだったが、逆に混乱を招くこと
もある。まず、今のような情勢の
中でも取り組む必要があるのは、
教育の支援だ。
　今回は、チェンマイ大学にある
「社会科学・持続可能な開発のた
めの地域センター（RCSD）」も
訪ねた。クーデター前から拡大メ
コン地域（GMS）の関連で、ミ
ャンマー難民などの支援の研究を
している。名古屋大学で在外研究
していた経済学者もいる。ミャン
マー人の学生も多い。ミャンマー
で民主化と企業の人権尊重に取り
組む「責任あるビジネス・ミャン
マーセンター（MCRB）」や、
カナダが資金を出している

「Researchers at 
Risk」のような欧米
のネットワークとも
交流がある。こうし
たことから、チェン
マイ大学は、ミャン
マーに対する教育支
援の協力拠点になる
と思う。
　日本の大学は学術交流協定など
を土台にオンライン授業や交換留
学などを駆使してミャンマー学生
の教育支援をできるのではないか。
タイの大学の学生としてなら、受
け入れやすい。タイと日本が中心
になり、アウン サン スー チー氏
の後継者となるような将来のリー
ダーや幹部をASEAN+の枠で育
成し、希望をもたらし、未来の
「人財」を救うことができないか。
　昨年４月には「スプリング・ユ
ニバーシティ」というオンライン
の大学ができ、英語で教える講座
開設の準備も進む。まずはこうし
た試みを日本も支援できるはずだ。

新憲法など法制度支援も有意義

　私自身、弁護士でもあり、日本
からの法整備支援に関わってきた。
持続可能な開発目標（SDGs）の
目標16の「平和構築」として新
憲法起草を支援するのはどうか。
日本弁護士連合会では国際人権や
国際交流の委員会があり、カンボ
ジアやベトナムなどの法制度整備
を支援する多彩なタスクフォース
が動いている。ミャンマーでも、
JICAベースで法務省も支援して

きた。新憲法の起草には、国民統
一政府（NUG）が動いている。
軍政は選挙をやり直すというが、
元に戻す発想ではなく、軍政も含
めて新しい政治体制を築いていか
ないと国際社会から支援も得られ
ない。軍政も連邦制を否定してい
るわけではない。
　一方、企業の役割も重要だ。ミ
ャンマーに関わる日本企業もこの
時期に、モノへの投資からヒトへ
の投資にシフトするべきだ。民政
移管の過程で進出した日本企業の
中には、「経済力をつけることに
よって健全な国づくりに貢献する
んだ」という熱い思いがあった。
「ビジネスと人権」で今は難しい
が、人道支援とエンパワーメント
に関わり、民主化、人権に企業が
どのようなガバナンスをとって行
くか、モデルを示す必要がある。
　また、企業は、より良い形で社
会に貢献しようという未来のパー
トナーを探し、社会企業の起業を
促進するなど柔軟な発想ができる。
アジアの現状に応じたビジネスの
人権尊重責任を社会の現実に適応
させ、長期的なビジョンを示し、
ミャンマーの「人間の安全保障」
に貢献することが重要だ。

タイ北部にあふれ出る避難民

―この年末年始にタイに出張し、ミャ

ンマーからの避難民の様子を最前線で

調査されたそうですね。

　バンコクからタイ北部のメソト、
チェンマイなどを約２週間巡って
きた。メソトはタイのミャンマー
国境の町で、近くにはカレン人難
民が多いメラ難民キャンプもある。
　メソトの街では、ミャンマー伝
統の天然化粧品「タナカ」を顔に
つけた女性が多くいる。タイ語よ
りミャンマーの言葉の方が通じる
ため、住民の半分くらいはミャン
マー人ではないかと思うほどだ。
　今回はちょうど、ミャンマー側
の国境近くのレーケーコー村が国
軍の攻撃を受け、避難民が増えて
いた。ミャンマーの移民労働者た
ちが避難民に1,000食ぐらい食事
を炊き出し、トラックで国境の検
問所まで運び込んでいた。
　難民のために診療所を運営し、

マグサイサイ賞を受賞したカレン
人医師、シンシア マウン院長の
メータオ・クリニックも訪問した。
そこにはクーデター後の避難民ら
もいたので、話を聞いた。
　メソトから米国などに難民とし
て受け入れられる避難民もいて、
米国大使館が対応しているようだ
った。しかし、避難民から日本へ
の受け入れを求める声はあまり聞
かなかった。日本政府も何か緊急
人道支援ができないものか、と思
ったが、タイ政府側の了解がなけ
れば、外交的には難しいだろう。
　医療や教育の人道支援では、多
くのNGOが活動している。日本
からはシャンティ国際ボランティ
ア会（SVA）が絵本を使った幼
児教育などに取り組んでいる。
　日本で難民認定された知人の案
内で国境地帯を訪ねてみた。石を
投げたら届くような幅５～６メー
トルの小さな川に沿って国境があ
る。川の向こうはミャンマーで、

中国が作ったというカジノが立ち
並ぶ。タイから川を渡ってカジノ
に行き、遊んで帰って来るという
ビジネスが成り立っているようだ。
　レーケーコー村では日本財団 
が避難民に建てた住宅設備にも被
害が出たというが、近くにあった
チャイナタウンは無傷だったとい
う。そこはギャンブル場で、中国
の経済特区（SEZ)もあり、紛争
当事者の利権になっているようだ。
　カンボジアのシアヌークビルに
も、チャイナタウンやカジノホテ
ルが乱立する。中国内の取り締ま
りを逃れ、ギャンブルを隠れ蓑に
したマネロン天国になっている。
中国の「一帯一路」で地下経済も
周辺諸国に拡散しているようだ。
　長年、国境で難民救済をしてい
る方によると、和平プロセスも実
はカモフラージュで、その裏で
色々ビジネスがあるという。少数
民族地域では原料を輸入して覚醒
剤を密造し、国軍も含めて敵、味
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メータオ・クリニックで避難民の話を聞く＝メソト近郊で


